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1
2025年10月17日付け、国会常務委員会発行の個人所得税における扶養控除額の調整増に関する決議第

110/2025/UBTVQH15号
PIT

2
2025年11月7日付け、ドンナイ省税務局発行の国外人専門家に係る個人所得税の申告に関するオフィシャ

ルレター第6031/DON-QLDN1号
PIT

3
2025年11月12日付け、税務局発行の個人所得税における昼食手当・中食手当の金額に関するオフィシャ

ルレター第5106/CT-CS号
PIT

4
2025年11月5日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第4891/CT-CS

号
VAT

5
2025年11月5日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第4968/CT-CS

号
VAT

6
2025年11月6日付け、クアンガイ省税務局発行の投資プロジェクトに係る付加価値税（VAT）の申告に対

するガイダンスに関するオフィシャルレター第2743/QNG-QLDN1号
VAT

内容



7 2025年11月11日付け、税務局発行の付加価値税政策に関するオフィシャルレター第5094/CT-CS号 VAT

8 2025年11月18日付け、税務局発行の付加価値税政策に関するオフィシャルレター第5282/CT-CS号 VAT

9 2025年11月25日付け、税務局発行の付加価値税の政策に関するオフィシャルレター第5487/CT-CS号 VAT

10
2025年11月25日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第5485/CT-

CS号
VAT

11
2025年11月25日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第5489/CT-

CS号
VAT

12
2025年11月14日付け、ドンナイ省税務局発行の輸出加工企業による自動車の売却処分時のインボイスの

種類に関するオフィシャルレター第6361/DON-QLDN1号
INV

内容



13
2025年11月20日付け、税務局発行の資本金拠出に対するガイドに関するオフィシャルレター第

5348/CT-CS号
OTH

14
2025年09月30日付け、トゥエンクアン省公安局所属の公安調査警察機関発行の事業活動を行っていない

企業に対する通知に関するオフィシャルレター第2731/VPCQCSĐT号
OTH

内容
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1 個人所得税における扶養控除額の調整増

2025年10月17日付け、国会常務委員会発行の個人所得税における扶養控除額の調整増に関する決議第

110/2025/UBTVQH15号

 2025年10月17日、国会常務委員会は個人所得税（PIT）の扶養控除額の調整に関する決議を可決した。

これにより、新たな控除額は以下のとおり調整される。

• 納税者本人に対する控除額：月額15,500,000ドン（年額186,000,000ドン）

• 扶養親族1人あたりの控除額：月額6,200,000ドン

本決議による扶養控除額の調整は、2026年1月1日から施行され、2026年課税年度より適用される。
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2 国外人専門家に係る個人所得税の申告

2025年11月7日付け、ドンナイ省税務局発行の国外人専門家に係る個人所得税の申告に関するオフィシャ

ルレター第6031/DON-QLDN1号

• ベトナムにおいて居住者である外国人専門家が国外から所得を得る場合、当該個人は第126/2020/ND-CP

号法令第11条8項a号の規定に従い、自ら個人所得税を申告するものとする。個人は、個人所得税申告書様式

02/KK-TNCN（個人所得税申告書）により申告を行い（これは、ベトナム居住者および給与・賃金所得を

有する非居住者で、税務機関に対して直接申告を行う個人に適用される）。

• ベトナム国内において発生した所得については、企業は、外国人専門家のベトナムでの勤務期間を契約書ま

たはベトナム派遣に関する文書に基づき確認し、暫定的に個人所得税を源泉徴収する。この際、課税年にお

けるベトナム勤務日数が183日以上の場合は累進課税方式に従い、183日未満の場合は全額課税方式に従っ

て源泉徴収を行う（第111/2013/TT-BTC号通達第25条1項の規定による）。企業は、個人所得税申告書様

式05/KK-TNCN（給与・賃金所得を支払う法人または個人が対象となる場合）により申告を行う。
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2 国外人専門家に係る個人所得税の申告

2025年11月7日付け、ドンナイ省税務局発行の国外人専門家に係る個人所得税の申告に関するオフィシャ

ルレター第6031/DON-QLDN1号

• 居住者であり、複数の場所で給与・賃金所得を有する個人（自ら申告対象の所得と、法人・団体が源泉徴収

した所得の両方を有する場合を含む）は、個人所得税の確定申告期限到来時に、第126/2020/ND-CP号法

令第11条8項b号の規定に従い、税務機関に対して直接確定申告を行う義務がある。



3 個人所得税における昼食手当・中食手当の金額

2025年11月12日付け、税務局発行の個人所得税における昼食手当・中食手当の金額に関するオフィシャ

ルレター第5106/CT-CS号

労働法第103条の規定に基づき、労働者に対する奨励制度は、労働契約、労働協約、または使用者の

規定により合意されるものとされている。国有企業における労働者、経営委員会、取締役会構成員、

監査役に対する交替勤務食（中食）制度については、2025年1月1日から2025年7月31日までの期間に

おいては、国有企業における労働管理、給与、報酬、賞与に関する政府の2025年2月28日付け政令第

44/2025/ND-CP号第34条9項の規定に従って適用される。2025年8月1日以降は、労働法の規定に基づ

き実施される。
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4 建設活動に対する付加価値税減税

2025年11月5日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第4891/CT-CS

号

建設活動に対する付加価値税の減税の判定について、財務省は2022年7月29日付け建設省に対し、オ

フィシャルレター第7460/BTC-TCT号にて回答している（当該公文書を添付）。それによると、建

設・据付活動において、工事、工事項目または建設・据付完了分の検収・引渡し、及び施工量の完了の

時点（代金の受領の有無を問わない）が2022年2月1日から2022年12月31日までの間に確定した場合に

は、政令第15/2022/NĐ-CP号の規定に基づき、付加価値税の減税対象となる。

課税価格の算定について、通達第219/2013/TT-BTC号第7条1項の規定に従って行う。
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5 付加価値税（VAT）政策

2025年11月5日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第4968/CT-

CS号

企業が自ら植林を行わず、他の組織または個人から植林木を購入し、その後、木材をチップ化（裁

断・粉砕）して木材チップ製品として販売する場合、当該木材チップ製品の商取引段階での販売は、

付加価値税の課税対象となり、税率10％が適用される。
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6 投資プロジェクトに係る付加価値税

2025年11月6日付け、クアンガイ省税務局発行の投資プロジェクトに係る付加価値税（VAT）の申告に

対するガイダンスに関するオフィシャルレター第2743/QNG-QLDN1号

投資プロジェクトに係る仕入付加価値税のうち、還付対象とならないものについては、生産経営活

動を行う控除方式による納税者が使用する付加価値税申告書様式第01/GTGT号において、他の仕入税

額と併せて一括して申告することができる。

企業において、上記規定に基づき投資プロジェクトに係る仕入付加価値税が還付の対象となる条件

を満たしている場合であっても、付加価値税の還付手続きを行わず、当該税額を生産経営活動に繰り

越して控除したい場合には、当該企業は、プロジェクトが稼働を開始した後において、当該税額を繰

り越して生産経営活動の申告・控除に継続して充当することが認められる。
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7 付加価値税政策

2025年11月11日付け、税務局発行の付加価値税政策に関するオフィシャルレター第5094/CT-CS号

当該レターによると、事業者は、当月または当四半期において輸出商品・輸出サービスを有し、控

除しきれない仕入付加価値税額が300,000,000ドン以上となる場合には、当月または当四半期ごとに付

加価値税の還付を受けることができる。輸出商品・輸出サービスに係る還付付加価値税額は、還付対

象期間における輸出商品・輸出サービスの売上高の10％を超えてはならないものとする。還付対象期

間において輸出商品・輸出サービスの売上高の10％を超過したために還付されなかった輸出商品・輸

出サービスに係る仕入付加価値税額は、次の課税期間に繰り越され、次回の還付対象期間における輸

出商品・輸出サービスの還付付加価値税額を算定する際に控除されるものとする。
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8 付加価値税政策

2025年11月18日付け、税務局発行の付加価値税政策に関するオフィシャルレター第5282/CT-CS号

• 納税者がインボイス使用停止の強制執行措置の適用下にある場合であっても、インボイス使用の申

請書を提出し、かつ、法令に基づき税務機関が取引ごとにインボイスを発行する対象に該当すると

認められるときは、税務機関は当該取引ごとにに税務機関コード付インボイスを付与するものとす

る。納税者は、税務機関が発行する各回の電子インボイス上の情報の正確性について自ら責任を負

うものとする。税務機関が取引ごとに税務機関コード付き電子インボイスを発行する場合における

税務義務の確定および申告については、政府の政令第70/2025/NĐ-CP号第1条10項の規定に従い実

施される。
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8 付加価値税政策

2025年11月18日付け、税務局発行の付加価値税政策に関するオフィシャルレター第5282/CT-CS号

• また、インボイス使用停止の強制執行措置が適用されている場合であっても、納税者が労働者の給

与支払または事業活動を継続するために必要な費用を支払う資金を確保する目的でインボイスの使

用を申請する文書を提出したときは、税務機関は、納税者が使用するインボイスに記載された売上

の少なくとも18％を、政令第126/2020/NĐ-CP号第34条4項d点の規定に基づき国家予算に直ちに納

付することを条件として、取引発生の都度インボイスの使用を引き続き認める。
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9 付加価値税の政策

2025年11月25日付け、税務局発行の付加価値税の政策に関するオフィシャルレター第5487/CT-CS号

   5,000,000ドン以上の価値を有する商品・サービスの分割払い又は後払いによる支払に関して、税務

局は下記のとおり見解を示している。

• 契約書又は契約付属書に定める支払期日において、事業者が非現金決済による支払証憑を有してい

ない場合、当該事業者は、契約書又は契約付属書に基づき支払義務が発生する課税期間において、

非現金決済による支払証憑がない商品・サービスの価値部分に対応する控除対象仕入VAT額を申告

し、減額調整しなければならない。

• 上記のとおり仕入税額控除対象VAT額について申告・減額調整を行った後に、企業が非現金決済に

よる支払証憑を取得した場合、当該企業は、当該証憑のある商品・サービスの価値部分について、

規定に従い仕入VAT控除を申告する。
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10 付加価値税（VAT）政策

2025年11月25日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第5485/CT-

CS号

• 事業者はすでに事業登録を行い、かつ控除方式による付加価値税申告を登録しており、新規投資プ

ロジェクトを有し、当該プロジェクトが投資段階にあり、投資段階において発生した商品・サービ

スに係る仕入付加価値税の累計未控除額が300,000,000ドン以上となる場合には、付加価値税の還付

を受けることができる。

• 事業者は、投資プロジェクトに係る付加価値税申告書類を別途作成するとともに、投資プロジェク

トに使用するために購入した商品・サービスに係る仕入VAT額を、同じ課税期間における継続中の

生産・経営活動に係る納付すべき付加価値税額（該当する場合）と相殺しなければならない。相殺

後、なお投資プロジェクトの仕入VAT額の未控除残高が300,000,000ドン以上である場合には、付

加価値税の還付を受けることができる。
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11 付加価値税（VAT）政策

2025年11月25日付け、税務局発行の付加価値税（VAT）政策に関するオフィシャルレター第5489/CT-

CS号

付加価値税の課税対象となる商品・サービスの生産・経営に使用される商品・サービスに係る仕入

付加価値税は、全額控除することができる。

事業者が当月または当四半期において、輸出向けの商品・サービスと国内消費向けの商品・サービ

スの双方を有する場合、当該事業者は、輸出向けの商品・サービスの生産・経営に使用される仕入

VAT額を区分経理しなければならない。

区分経理ができない場合には、輸出向けの商品・サービスに係る仕入VAT額は、還付対象期間に係

る輸出向けの商品・サービスの売上高と、課税対象の商品・サービスの総売上高との比率に基づき算

定する。
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12 輸出加工企業による自動車の売却処分時のインボイスの種類

2025年11月14日付け、ドンナイ省税務局発行の輸出加工企業による自動車の売却処分時のインボイスの

種類に関するオフィシャルレター第6361/DON-QLDN1号

輸出加工企業である企業が、税関当局の規定に従い使用済み自動車を国内市場向けに売却処分する

場合、政府の2020年10月19日付け政令第123/2020/ND号の第8条2項（政府の2025年3月20日付け政令

第70/2025/ND-CP号の第1条5項b点により改正・補足済み）の規定に基づき、販売インボイスを使用

するものとされている。

企業は、2021年9月29日付け財務大臣発行の通達第80/2021/TT-BTC号に添付された附属書IIの様式

04/GTGTに従い、付加価値税の直接計算方式による申告および納税を行う必要がある。
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13 資本金拠出に対するガイド

2025年11月20日付け、税務局発行の資本金拠出に対するガイドに関するオフィシャルレター第5348/CT-

CS号

付加価値税の還付原則に関し、事業者が還付申請書を提出する時点で資本金を全額拠出している場合、

当該事業者は投資プロジェクトに係る付加価値税の還付対象として検討されるものとする。

一方、事業者が還付申請書を提出する時点で資本金を全額拠出していない場合、当該事業者は投資プ

ロジェクトに係る付加価値税の還付対象とはならないものとする。
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14 事業活動を行っていない企業に対する通知

2025年09月30日付け、トゥエンクアン省公安局所属の公安調査警察機関発行の事業活動を行っていない

企業に対する通知に関するオフィシャルレター第2731/VPCQCSĐT号

トゥエンクアン省公安局の調査警察機関は、2024年9月30日付け起訴決定第61/QĐ号に基づき、

2022年から2024年にかけてチエムホア県およびその他複数の省・市において発生した「不正なインボ

イス売買」事件を捜査している。

調査の結果、2022年から2024年にかけて、Nguyen Minh Tuan 氏（1986年生、ホーチミン市在住）

および Le Long Hau 氏（1996年生、ドンナイ省在住）の両名が、237社の事業活動を行っていない

「実態のない企業」を買収または新設し、協力者を雇用して、全国の多数の企業に対して不正な電子

付加価値税（VAT）インボイスを販売し、利益を不正に得ていたことが判明した。

上記237社のうち、225社がホーチミン市に本店所在地を登録しており、ホーチミン市税務局傘下の

基礎税務機関の管理対象となっている（別添リスト参照）。
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14 事業活動を行っていない企業に対する通知

2025年09月30日付け、トゥエンクアン省公安局所属の公安調査警察機関発行の事業活動を行っていない

企業に対する通知に関するオフィシャルレター第2731/VPCQCSĐT号

捜査権限の重複を回避するため、トゥエンクアン省公安局調査警察機関は、ホーチミン市税務局に

対し、225社のリストを傘下の税務機関に通知し、当該企業が現在捜査中である旨を周知するよう要請

した。

各企業は、添付の「実態のない企業」リストと自社の売買活動を積極的に確認・照合してください。

これらの企業との取引が発覚した場合、現行法令に基づき、仕入VAT控除の否認や法人税（CIT）算

定時の損金不算入のリスクに直面する可能性がある。



Abbreviations 
VAT Value Added Tax MOF Ministry of Finance 

PIT Personal Income Tax GDT General Department of Taxation

CIT Corporate Income Tax MOIT Ministry of Industry and Trade

FCT Foreign Contractor Tax MOLISA Ministry of Labor, War Invalids 

and Social Affair

SCT Special Consumption Tax DPI Department of Planning and 

Investment

IET Import  and Export Tax SBV The State Bank of Vietnam

OTH Other EPE Export processing enterprises

OL Official Letter EPZ Export Processing Zone

ACC Accounting IZ Industrial Zone 

LAB Labor
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本情報はベトナムにおける税務・会計・投資及び人事労務に関する規定等を
アップデートしています。あくまでも、ご参考としていただき、ご決定前には、
必ず専門家の意見を伺って下さい。

Hotline: +84 81 489 4789 (英語)  | +84 91 988 9331 (日本語)
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お問合せ

Corporate Advisers Inc

Japan Tokyo-to Chiyoda-ku, Kasumigaseki 3-2-5 Kasumigaseki Building 33F

Tel: +81 3 3593 3238 | Fax:+81 3 3593 3248

19F, Tower 1, Capital Place Building, 29 Lieu Giai Street, Ngoc Ha Ward, 

Ha Noi City, Vietnam

Tel: +84 81 489 4789 

Unit 603, 6F, Citilight Tower, 45 Vo Thi Sau Street, Tan Dinh Ward, 

Ho Chi Minh City, Vietnam

Tel: +84 28 3820 5731/ 2 | Fax:+84 28 3820 0906

HO CHI MINH OFFICE

KMC CONSULTING COMPANY LIMITED 

HA NOI OFFICE

TOKYO OFFICE

URL: www.kmc.vn 
Email: info@kmc.vn
Hotline in English: +84 81 489 4789 
Hotline in Japanese: +84 91 988 9331
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